
令和７年茂原市教育委員会会議５月定例会日程 

 

日時：令和７年５月２７日（木）１５時００分～ 

場所：茂原市役所９階９０１・９０２会議室 

 

１ 開会宣言 

 

２ 会議録署名人の指名 

 

３ 会議事項 

（議決事項） 

 議案第１号 茂原市学校部活動地域移行推進協議会設置要綱の一部を改正する告示の制

定について 

議案第２号 茂原市副食費の施設による徴収に係る補足給付事業実施要綱の一部を改正  

する告示の制定について 

  議案第３号 茂原市学校再編審議会委員の委嘱について 

議案第４号 茂原市青少年指導センター運営協議会委員の委嘱について 

 

（報告事項） 

  報告１   教科用図書長生採択地区協議会委員の選任について 

  報告２   令和７年度６月補正予算について 

  報告３   コミュニティ・スクール（学校運営協議会）の推進について 

  報告４   令和７年度重要事項について 

 

４ 閉会宣言 

 

 



議案第１号 

 

茂原市学校部活動地域移行推進協議会設置要綱の一部を改正する告示の制定 

について 

 

茂原市学校部活動地域移行推進協議会設置要綱の一部を改正する告示を次のように制定

する。 

 

 

  令和７年５月２７日提出 

 

茂原市教育長  富 田  浩 明   

 

 

茂原市学校部活動地域移行推進協議会設置要綱の一部を改正する告示 

 

茂原市学校部活動地域移行推進協議会設置要綱（令和５年茂原市教育委員会告示第４号）

の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

茂原市学校部活動地域展開推進協議会設置要綱 

第１条中「地域移行を」を「地域展開を」に、「茂原市学校部活動地域移行推進協議会」

を「茂原市学校部活動地域展開推進協議会」に改める。 

第２条第１号及び第３号中「地域移行」を「地域展開」に改める。 

附 則 

この告示は、公示の日から施行する。 

 

 

提案理由  国や県が、改革の理念や地域クラブ活動の在り方等をより的確に表すため、

従来使われてきた「地域移行」という名称を「地域展開」に変更することと

したため、所要の改正をしようとするものです。 



議案第１号参考資料 

茂原市学校部活動地域移行推進協議会設置要綱の一部を改正する告示新旧対照表 

改正後 現 行 

茂原市学校部活動地域展開推進協議会設置要綱 茂原市学校部活動地域移行推進協議会設置要綱 

（設置） （設置） 

第１条 茂原市立中学校（以下「中学校」という。）の生徒にとって持続可能

な部活動環境の構築と中学校における働き方改革の実現を図る観点から、学

校部活動の地域展開を推進するため、茂原市学校部活動地域展開推進協議会

（以下「推進協議会」という。）を設置する。 

第１条 茂原市立中学校（以下「中学校」という。）の生徒にとって持続可能

な部活動環境の構築と中学校における働き方改革の実現を図る観点から、学

校部活動の地域移行を推進するため、茂原市学校部活動地域移行推進協議会

（以下「推進協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） （所掌事務） 

第２条 推進協議会は、次に掲げる事務を所掌する。 第２条 推進協議会は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１） 学校部活動の地域展開に必要な総合的企画に関すること。 （１） 学校部活動の地域移行に必要な総合的企画に関すること。 

（２） （略） （２） （略） 

（３） その他学校部活動の地域展開に必要な事項に関すること。 （３） その他学校部活動の地域移行に必要な事項に関すること。 

     附則（令和７年〇月〇日茂原市教育委員会告示第〇号） 

   この告示は、公示の日から施行する。 



議案第２号 

 

茂原市副食費の施設による徴収に係る補足給付事業実施要綱の一部を改正す

る告示の制定について 

 

茂原市副食費の施設による徴収に係る補足給付事業実施要綱の一部を改正する告示を次

のように制定する。 

 

 

令和７年５月２７日提出 

 

              茂原市教育長  富 田 浩 明   

 

 

茂原市副食費の施設による徴収に係る補足給付事業実施要綱の一部を改正す

る告示 

 

茂原市副食費の施設による徴収に係る補足給付事業実施要綱（令和元年茂原市教育委員

会告示第３号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「４，８００円」を「４，９００円」に改める。 

別記第４号様式及び別記第５号様式中「４，８００円」を「４，９００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行し、改正後の茂原市副食費の施設による徴収に係る補

足給付事業実施要綱の規定は、令和７年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にあるこの告示による改正前の様式（以下「旧様式」という。）

により使用されている書類は、この告示による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この告示の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを使用す

ることができる。 



 

提案理由  子ども・子育て支援交付金交付要綱の改正に伴い、補足給付費の上限額が

変更となったため、所要の改正をしようとするものです。 



1 

 

  

議案第２号参考資料 

茂原市副食費の施設による徴収に係る補足給付事業実施要綱の一部を改正する告示新旧対照表 

 

改正後 現 行 

（補足給付費の額） （補足給付費の額） 

第４条 補足給付費の額は、１月につき、満３歳以上施設等利用給付認定子

ども１人当たり4,900円（現に満３歳以上施設等利用給付認定子どもに対す

る食事の提供に要した費用（副食材料費に限る。以下この条及び第８条第

３項において同じ。）の額が4,900円を下回る場合には、当該現に食事の提

供に要した費用の額）とする。 

 

 

 

 

 

第４条 補足給付費の額は、１月につき、満３歳以上施設等利用給付認定子

ども１人当たり4,800円（現に満３歳以上施設等利用給付認定子どもに対す

る食事の提供に要した費用（副食材料費に限る。以下この条及び第８条第

３項において同じ。）の額が4,800円を下回る場合には、当該現に食事の提

供に要した費用の額）とする。 
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附 則（令和７年○月○日茂原市教育委員会告示第○号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行し、改正後の茂原市副食費の施設による徴収に係る補足給付事業実施要綱の規定は、令和７年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にあるこの告示による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、この告示による改正後の様式によ

るものとみなす。 

３ この告示の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを使用することができる。 

 



報告３ 

 
   コミュニティ・スクール（学校運営協議会）の推進について 

 

 このことについて、学校と地域が連携し地域全体で子どもの成長を支える社

会の実現を目指し、コミュニティ・スクール（学校運営協議会）の推進に向け

下記のとおり取組みます。 

 

記 

 

１ 導入時期 令和８年４月～ 

 

２ 取組内容 ・「学校評議員制度」から「学校運営協議会委員制度」への移行

に伴う学校への周知、説明 

       ・条例、規則の整備 

・地域コーディネーターの発掘、人選 

 

 

 



報告３参考資料 

1 

 

コミュニティ・スクール役割分担 

【生涯学習課】 

・制度設計 

・規則、要綱等の整備 

・報告の受領、教育委員会への報告 

・予算、決算、議会対応等 

・報酬の支払い 

・協議会からの相談（内容が学校の問題ならば学校教育課、それ以外は生涯学習

課が対応、第 1 義的には生涯学習課が窓口） 

・総合調整 

【学校教育課】 

・学校への説明、連絡調整 

・生涯学習課との連絡調整 

・学校からの相談 

【学校】 

・協議会委員の選定 

・協議会の庶務（会議録の作成・保存、教育委員会への報告、開催日の調整、開

催通知、協議会資料の作成等） 

・意見書の調整 



報告3参考資料 コミュニティ・スクールタイムスケジュール

Ｒ７/５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 R８/１月 ２月 ３月

議会

対応

教育委員

会説明

条例改正

の議案上

程

議会対応

委任準備

学校教育課

・協議会委員の選定

・協議会設置への地域住民、保護者同意
・協議会の開催準備学　　校

生涯学習課 庁議

・制度設計

・委員人数

・費用概算

・目的・効果の整

理

・コミュニティ・スクール

の理解・準備

・規則・要綱等の整備

・予算の積算根拠

・３ヶ年対応

予算

要求

・学校への説明・調整

・生涯学習課との連絡調整

・学校との連絡協議

・生涯学習課との調整

・学校への事務説

明
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